
 

                             

■平成２３年６月定例愛知県議会開会へ 

 6月県議会が24日から7月15日までの予定

で開会します。当初提出案件は骨格予算であった

新年度予算に対しての肉付けとなる補正予算関

係 10 件、条例関係 10件、その他議案 12件に

加え、今月末までの日切れ法案のさらなる延長の

ための議案も急きょ提出予定です。 

一般会計の補正予算は 1,593 億円で補正後の

予算額は 2 兆 2,677 億円となり、対前年

101.0％となります。条例では市街化調整区域で

の規制緩和の条例制定 1件をはじめ、知事の政策 

秘書の新設を含む知事等の給不に関する条例の一部改正案などが、また、その

他議案では公安委員会の委員の選任などです。24 日の議会初日に知事から提

案理由の説明を受け、29 日の代表質問<鈴木も民主党県議団を代表して登壇します>、

続く一般質問、6 日からの委員会で各議案を審議します。7 月 15 日の最終日

には、議員提案の報酬削減や意見書なども提出される予定です。 

●一般会計補正予算１，５９３億円 
一般会計の補正では当初１千億円ほどの収支丌足がありましたが、歳出では臨時的な人件費の抑制

９９億円、歳入では財政調整基金の取崩し５２３億円に加え減債基金の取崩し３９６億円により予算

案を編成しています。減債基金の県が任意に積み立てているその他分（２２年度末残高約 1,300 億円）

は当初予算で９００億円の取り崩しを既に計上、今回の３９６億円で枯渇状態です。財政調整基金も

（同586億円）23年度末の残高は55億円が見込まれるに過ぎない状況になります。一方施策では、

当初予算で計上が見送られた医療費助成、私学助成などの計上に加え、緊急に措置が必要な県立高校

の耐震化等の地震防災対策事業や知事のマニフェスト事業が盛り込まれています。 

特別会計は流域下水道事業など 5 会計で補正額約 16 億円、企業会計は用地造成事業など 4会計で

補正額約 20億円、一般会計を含めた補正額合計は 1,629 億円となり可決されると愛知県の予算規模

は総額３兆 1,703 億円になります。 

●補正予算の新規事業等（抜粋） 
【東海・東南海・南海地震の 3 連動の災害予測】 

                   ･･･新規 約 5,800万円 

23 年度は、被害予測調査として津波堆積物調査、

災害対応力として東日本大震災の検証。25年度に

地震防災対策の最終取りまとめ、6月公表予定。 

【基幹的広域防災拠点候補地調査】･･･新規 500 万円 

国が整備する大規模災害時の応急災害対策活動

の拠点となる候補地の調査を県が先行する形で選

定の調査費を計上。 
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補正予算編成に向け民主党県議団の提

言を五役で知事に申入れ（5/30 県公館） 

すずきです 

６６６月月月４４４～～～５５５日日日   リリリレレレーーー・・・フフフォォォーーー・・・ララライイイフフフ iiinnn 稲稲稲沢沢沢ががが開開開催催催！！！    

左端が岡本代議士、2番目が長尾実行委員長(中小企業家同友会) 

交通安全 

宜しく！ 
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補正予算編成に向け民主党県議団の提

言を五役で知事に申入れ（5/30 県公館） 

すずきです 

６６６月月月４４４～～～５５５日日日   リリリレレレーーー・・・フフフォォォーーー・・・ララライイイフフフ iiinnn 稲稲稲沢沢沢ががが開開開催催催！！！    

交通安全 

宜しく！ 

左から岡本代議士、長尾実行委員長、坂上議長、大野市長、鈴木純 
(愛知中小企業家同友会稲沢地区会長) 



【放射能測定の施設整備】･･･新規 7,500 万円 

県民の安心・安全のためにモニタリングポストやスクリーニング検査器を導入し、大気・食品・県

が供給する水道水における放射能の監視体制を強化。 

【民間木造住宅の耐震改修補助の拡大】･･･10．83 億円 

当初予算868戸の補助対象戸数を3,090戸に拡大するととも

に、今年度に限り最大60万円の補助を90万円まで引き上げる。 

【中小企業基本条例の制定へ】･･･新規 110 万円 

民主党県議団としても取組んできた中小企業振興策の条例化、

同様にマニフェストで謳っていた知事が懇話会開催など予算計上。 

【平和高校跡地の知的養護学校整備】･･･2．91億円 

当初予算で見送られたが、取壊し工事について補正予算計上、開校予定は平成 26年 4月。 

【私学助成】･･･524億円(当初計上分と合わせると 569億円、対前年 101.3％) 

学校側に、経常費補助 383 億円、施設設備整備費補助 10億円など、父母側に、授業料の軽減補助

100 億円(年収 350万円未満程度の所得階層は補助の引き上げ)。 

●都市計画法に基づく開発行為等の許可基準に関する条例の制定について 

市街化調整区域での住宅等の立地条件を

緩和し、地域の活性化を図るため、都計法

34 条の 11 号、12 号を条例化するもので

す。条例では、アとして市街化区域に隣接ま

たは近接し下水道の処理区域などの地域に

おける住宅等の立地条件の緩和と、イとして

地域振興のための工場、研究所の立地推進の

2 点です。市町村の地域指定が必要となりま

すが、稲沢市は市が開発行為等の許可を行え

る事務処理市ですので、まず指定都市等と同

様、市の条例化が必要となります。（右図はア

の住宅等の立地条件の緩和のイメージ図です） 

●緊急消防援助隊出動報告 

防災ボランティア稲沢の定例会で、緊急消防援助隊

愛知県隊の 2 次隊として東日本大震災に派遣された稲

沢市消防本部の皆さんにお話をいただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29 日県議会代表質問 

7 月 9 日青少年健全育成市民大会 

16 日県消防操法大会 

●市街化区域が１１．３％と少なく残りが市街化調整区域

の稲沢市では魅力的な県の条例の制定です。ただ、人口

減少や行政予算の減少から、国はコンパクトシティへ向け

て法整備をしている点、調整区域では都市計画税を課税

していない（税の公平性）点などの検討課題はあります。 

●知事給料の３０％削減は公約に謳われている見直しに

当たるのか？財政状況に配慮した知事の云う臨時措置が

全てなのか？知事の「よくよく考えて」発言は削減率の引

き上げは何の為なのか曖昧です。また、３０％削減する同

じ条例で、知事の私設秘書とも捉えられかねない特別職

の秘書を設置するのは？？？議員の報酬は企業庁長や

教育長の給料と同額(議員は年金廃止、元々退職手当は

ありませんが･･･)とのことです。 

民主党県議団は 4 年に一度の県議会とし                         ての海外調査を凍結することを団長

会議で表明しました。海外調査の必要性は勿論否定しませんが今のあり方を見直す必要があると判断し、議会改革を所管する総務会と

しての結論を団に諮った結果です。皆さんに感謝し 未来へつづくまちづくりへ 一生懸命働きます。 愛知県議会議員 鈴木じゅん 


